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国　税／�4月分源泉所得税の納付� 5月10日
国　税／�3月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月31日
国　税／�9月決算法人の中間申告� 5月31日
国　税／�6月、9月、12月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 5月31日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 5月31日
国　税／�確定申告税額の延納届出による延納税額の

納付� 5月31日
国　税／�特別農業所得者の承認申請� 5月15日

地方税／�自動車税・鉱区税の納付�
� 都道府県の条例で定める日

5 2018（平成30年）

事業用融資での個人保証人の保護　保証人となった者が、想定外の多額の保証債務の
履行を求められ生活の破綻に追い込まれるケースが後を絶たないことから、経営者等以
外の個人保証人を保護するため、民法改正により、事業用融資の保証契約に際しては公
証人による意思確認手続を必要とする制度が新設され、2020年３月１日から施行されます。
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５月号─2

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
や
ア
ル
バ
イ
ト
の

労
働
者
を
雇
用
す
る
際
は
、
そ
れ
ら

の
労
働
者
よ
り
も
労
働
時
間
や
勤
務

日
数
が
長
い
者
（
以
下
、「
一
般
労
働

者
」
と
表
記
し
ま
す
）
と
同
様
に
、

労
働
基
準
法
そ
の
他
の
各
種
法
令
を

踏
ま
え
、
適
正
な
労
働
条
件
を
確
保

し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
回
は
、
主
に
採
用
時
に
実
施
す

べ
き
こ
と
に
つ
い
て
お
伝
え
し
ま
す
。

　
一
　
労
働
基
準
法
等

　

次
に
掲
げ
る
も
の
は
一
般
労
働
者

と
同
様
に
、
書
面
の
交
付
に
よ
り
明

示
し
ま
す
。

①
　
労
働
契
約
の
期
間

　

有
期
の
契
約
と
す
る
場
合
は
、
期

間
の
長
さ
と
更
新
の
有
無
に
注
意
を

要
し
ま
す
。

　

期
間
の
長
さ
は
原
則
と
し
て
三
年

が
上
限
と
さ
れ
ま
す
が
、
満
六
十
歳

以
上
の
者
や
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

た
一
定
の
専
門
的
知
識
等
を
有
す
る

者
（
博
士
の
学
位
を
有
す
る
者
、
公

認
会
計
士
等
）
と
の
労
働
契
約
は
五

年
を
上
限
と
し
、
有
期
の
建
設
工
事

等
は
事
業
の
完
了
に
必
要
な
期
間
を

労
働
契
約
の
期
間
と
し
て
定
め
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

期
間
の
定
め
を
す
る
場
合
は
「
更

新
の
有
無
」
に
つ
い
て
も
あ
ら
か
じ

め
明
示
し
（「
自
動
的
に
更
新
す
る
」

「
更
新
す
る
場
合
が
有
り
得
る
」「
更

新
は
し
な
い
」
等
）、
一
定
の
判
断

基
準
を
設
け
て
更
新
の
可
否
を
決
め

る
場
合
は
、そ
の
基
準
（
勤
務
成
績
・

勤
務
態
度
・
能
力
な
ど
）
も
明
示
を

し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
二
十
五
年
四
月
以
降

に
締
結
し
た
有
期
労
働
契
約
に
つ
い

て
は
、
反
復
更
新
さ
れ
、
通
算
し
て

五
年
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
契
約
期

間
内
に
労
働
者
が
申
込
み
を
す
れ
ば
、

無
期
労
働
契
約
に
転
換
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
ル
ー
ル
が
あ
り
ま
す
（
労

働
契
約
法
）。

　

厚
生
労
働
省
が
設
け
た
「
有
期
契

約
労
働
者
の
無
期
転
換
ポ
ー
タ
ル
サ

イ
ト
」
に
、
ル
ー
ル
の
内
容
や
支
援

策
、
他
企
業
の
事
例
な
ど
が
掲
載
さ

れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
か
ら
対
応
を
検

討
さ
れ
る
事
業
所
に
お
い
て
は
参
考

に
さ
れ
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

②
　
就
業
の
場
所
、
従
事
す
べ
き
業

務

　

就
業
の
場
所
や
業
務
内
容
に
つ
い

て
明
示
を
し
ま
す
。
複
数
の
事
業
所

が
あ
り
、
異
動
を
さ
せ
る
可
能
性
が

あ
る
場
合
は
、
変
更
が
あ
り
得
る
こ

と
を
あ
ら
か
じ
め
書
面
に
て
明
示
し

て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
で
す
。

③
　
始
業
・
終
業
の
時
刻
、
所
定
労

働
時
間
を
超
え
る
労
働
の
有
無
、

休
憩
時
間
、
休
日
、
休
暇
、
労
働

者
を
二
組
以
上
に
分
け
て
就
業
さ

せ
る
場
合
に
お
け
る
就
業
時
転
換

　
「
始
業
・
終
業
の
時
刻
」
を
決
め

る
と
き
は
、
法
定
労
働
時
間
（
一
日

八
時
間
、
一
週
間
四
十
時
間
）
の
範

囲
と
な
る
よ
う
に
定
め
ま
す
（
変
形

労
働
時
間
制
を
採
用
し
て
い
る
場
合

を
除
く
）。

　

シ
フ
ト
等
に
よ
り
労
働
日
数
や
各

日
の
労
働
時
間
が
異
な
る
場
合
は
、

想
定
し
得
る
勤
務
に
関
し
雇
入
れ
時

に
説
明
を
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

　
「
休
日
」
は
、
少
な
く
と
も
一
週
間

に
一
回
（
ま
た
は
四
週
間
に
四
日
）

の
休
み
を
法
定
休
日
と
し
て
確
保
し

ま
す
。

　
「
休
暇
」
は
、
年
次
有
給
休
暇
や
育

児
・
介
護
休
業
等
が
該
当
し
ま
す
。

有
期
契
約
や
短
時
間
勤
務
の
従
業
員

に
つ
い
て
も
所
定
の
要
件
を
満
た
し

た
と
き
に
は
年
次
有
給
休
暇
、
育
児
・

介
護
休
業
等
を
請
求
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
勤
怠
を
管
理
す
る
上
司
等

に
対
し
取
得
可
能
な
年
次
有
給
休
暇

の
日
数
を
周
知
す
る
等
の
対
応
を
行

っ
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

④
　
賃
金
（
退
職
手
当
、
臨
時
に
支

払
わ
れ
る
賃
金
等
を
除
く
）
の
決

定
・
計
算
・
支
払
の
方
法
、
賃
金

の
締
切
・
支
払
の
時
期
、
昇
給

　

賃
金
額
を
決
定
す
る
際
は
、
都
道

府
県
（
ま
た
は
産
業
）
ご
と
に
定
め

ら
れ
た
最
低
賃
金
を
下
回
ら
な
い
よ

う
に
し
ま
す
。

　

な
お
、
賃
金
に
関
連
す
る
次
の
三

点
に
つ
い
て
も
書
面
交
付
に
よ
り
明

示
を
要
し
ま
す
（
短
時
間
労
働
者
の

雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
。

以
下
「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
」
と

表
記
し
ま
す
）。

・
昇
給
の
有
無

・
退
職
手
当
の
有
無

・
賞
与
の
有
無

⑤
　
退
職
に
関
す
る
事
項
（
解
雇
の

事
由
を
含
む
）

　

定
年
年
齢
を
定
め
る
と
き
は
六
十

歳
を
下
回
ら
な
い
よ
う
に
し
、ま
た
、

六
十
五
歳
未
満
の
定
年
を
定
め
た
と

き
は
、
原
則
と
し
て
希
望
者
全
員
を

六
十
五
歳
ま
で
継
続
雇
用
す
る
制
度

を
作
り
ま
す
。

　

労
働
者
が
一
身
上
の
都
合
に
よ
る

パ
ー
ト
・

　ア
ル
バ
イ
ト
の
雇
用



3─５月号

退
職
を
考
え
た
際
に
は
、
何
日
前
に

申
出
を
す
れ
ば
よ
い
か
等
の
退
職
手

続
き
に
つ
い
て
も
明
示
し
て
お
き
ま

し
ょ
う
。

　

解
雇
事
由
も
あ
ら
か
じ
め
明
示
を

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
就
業
規

則
に
詳
細
が
書
か
れ
て
い
る
と
き
は
、

労
働
契
約
書
や
労
働
条
件
通
知
書
に

は
記
入
せ
ず
、
就
業
規
則
の
該
当
箇

所
を
明
確
に
示
し
た
上
で
就
業
規
則

を
交
付
す
る
こ
と
で
も
足
り
ま
す
。

⑥
　
そ
の
他

　

短
時
間
労
働
者
を
採
用
す
る
場
合

は
、
前
記
①
か
ら
⑤
の
ほ
か
、「
雇

用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
事
項
に

係
る
相
談
窓
口
」
も
明
示
を
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
明
示
事
項

は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
よ
り

設
け
ら
れ
ま
し
た
（
パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
法
の
改
正
施
行
）。

　
二
　
公
的
保
険
へ
の
加
入

　

労
働
保
険
、
社
会
保
険
の
取
り
扱

い
は
次
の
と
お
り
と
さ
れ
ま
す
。

①
　
労
災
保
険

　

労
災
保
険
は
、
年
齢
や
労
働
契
約

期
間
の
長
さ
、
労
働
時
間
の
長
短
に

関
わ
ら
ず
、
原
則
と
し
て
全
て
の
労

働
者
が
対
象
と
さ
れ
ま
す
。
な
お
、

後
述
す
る
雇
用
保
険
や
社
会
保
険
の

よ
う
な
労
働
者
ご
と
の
資
格
取
得
や

喪
失
の
手
続
き
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

業
務
上
や
通
勤
途
中
の
事
故
が
生

じ
た
と
き
は
、
所
定
の
様
式
に
被
災

し
た
者
の
氏
名
等
を
記
載
し
て
請
求

手
続
き
を
す
る
こ
と
で
保
険
給
付
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

②
　
雇
用
保
険

　

次
の
要
件
を
満
た
し
た
者
が
被
保

険
者
と
さ
れ
ま
す
。

・
一
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
二
〇

時
間
以
上
で
あ
る
こ
と

・
三
十
一
日
以
上
の
雇
用
見
込
み
が

あ
る
こ
と

　

し
た
が
っ
て
、
有
期
契
約
や
短
時

間
勤
務
の
労
働
者
で
あ
っ
て
も
、
要

件
を
満
た
す
場
合
は
被
保
険
者
の
資

格
取
得
手
続
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　

な
お
、
昼
間
学
生
な
ど
一
部
の
者

に
つ
い
て
は
適
用
除
外
と
さ
れ
ま
す
。

③
　
社
会
保
険

　

パ
ー
ト
タ
イ
ム
や
ア
ル
バ
イ
ト
で

働
く
労
働
者
で
あ
っ
て
も
、次
の
ア
、

イ
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
に

被
保
険
者
と
な
り
ま
す
（
こ
こ
で
は

被
保
険
者
数
五
百
人
超
に
よ
る
適
用

拡
大
対
象
事
業
所
を
除
く
事
業
所
に

つ
い
て
触
れ
て
い
ま
す
）。

ア
　
労
働
時
間

　

一
週
の
所
定
労
働
時
間
が
一
般
労

働
者
の
四
分
の
三
以
上
で
あ
る
場
合

（
平
成
二
十
八
年
十
月
よ
り
前
は
「
一

日
」
の
労
働
時
間
も
判
断
要
素
に
含

ま
れ
て
い
ま
し
た
が
、
現
行
で
は
一

週
の
所
定
労
働
時
間
の
み
で
見
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
）。

イ
　
労
働
日
数

　

一
か
月
の
所
定
労
働
日
数
が
一
般

労
働
者
の
四
分
の
三
以
上
で
あ
る
場

合
　

な
お
、
就
業
規
則
や
雇
用
契
約
書

等
で
定
め
ら
れ
た
所
定
労
働
時
間
又

は
所
定
労
働
日
数
が
四
分
の
三
基
準

を
満
た
さ
な
い
者
が
、
業
務
の
都
合

等
に
よ
り
恒
常
的
に
実
際
の
労
働
時

間
及
び
労
働
日
数
が
四
分
の
三
基
準

を
満
た
し
た
場
合
は
、「
四
分
の
三

基
準
を
満
た
し
た
月
の
三
月
目
の
初

日
に
被
保
険
者
の
資
格
を
取
得
し
ま

す
。」
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
日
本
年

金
機
構
Ｑ
＆
Ａ
よ
り
）。

　

当
初
の
契
約
内
容
と
働
き
方
が
異

な
っ
て
い
る
場
合
は
、
加
入
対
象
と

な
る
こ
と
が
あ
る
点
に
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

　

被
保
険
者
と
さ
れ
な
い
者
（
社
会

保
険
の
適
用
除
外
）
と
し
て
、
例
え

ば
「
二
か
月
以
内
の
期
間
を
定
め
て

使
用
さ
れ
る
者
」
が
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
が
、
所
定
の
期
間
を
超
え
て
引

き
続
き
使
用
さ
れ
る
場
合
は
、
超
え

た
日
か
ら
被
保
険
者
と
な
り
ま
す
。

　

短
期
間
の
労
働
契
約
を
締
結
し
、

更
新
を
繰
り
返
し
て
い
る
労
働
者
が

い
る
場
合
は
、
加
入
手
続
き
漏
れ
が

生
じ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
た
め
注

意
を
要
し
ま
す
。

　
三
　
健
康
診
断

　

常
時
使
用
す
る
労
働
者
は
、
原
則

と
し
て
採
用
時
に
健
康
診
断
を
実
施

す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
す
。

　

有
期
労
働
契
約
や
短
時
間
勤
務
の

労
働
者
は
、
次
の
ア
と
イ
の
い
ず
れ

の
要
件
も
満
た
す
場
合
に
実
施
義
務

が
生
じ
ま
す
の
で
、
対
象
者
に
漏
れ

の
な
い
よ
う
お
気
を
つ
け
く
だ
さ
い
。

ア　

期
間
の
定
め
の
な
い
契
約
に
よ

り
使
用
さ
れ
る
者
。
期
間
の
定
め

の
あ
る
契
約
に
よ
り
使
用
さ
れ
る

者
の
場
合
は
、
一
年
以
上
使
用
さ

れ
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
者
、

及
び
更
新
に
よ
り
一
年
以
上
使
用

さ
れ
て
い
る
者
。

イ　

一
週
間
の
労
働
時
間
数
が
同
じ

事
業
場
に
お
い
て
同
種
の
業
務
に

従
事
す
る
通
常
の
労
働
者
の
一
週

間
所
定
労
働
時
間
数
の
四
分
の
三

以
上
で
あ
る
こ
と
。
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　労災保険は、本来、労働者の業務または
通勤による災害に対して保険給付を行う制
度ですが、労働者以外でも、その業務の実
情、災害の発生状況などからみて、特に労
働者に準じて保護することが適当であると
認められる一定の者には特別に任意加入す
ることを認めています。これを「特別加入
制度」といいます。
　平成30年４月１日以降に特別加入者の
範囲の変更があり、個人家庭に使用される
家事使用人のうち、「家事支援作業」に従事
する者が追加されました。
　これまで、家事使用人のうち「介護作業
従事者」は特別加入の対象者とされていま
したが、仕事と家庭の両立支援、女性の活
躍を促進する中で家事・育児等の支援サー
ビスの需要が増大するものと考えられ、家
事支援従事者の就労条件を整備する必要が

あること等の理由から、「家事支援作業」に
ついても対象とされました。
　具体的には、「家事（炊事、洗濯、掃除、
買物、児童の日常生活上の世話及び必要な
保護その他家庭において日常生活を営むの
に必要な行為）を代行し、又は補助する業
務」を行っている者が該当します。
　特別加入後は、業務上や通勤の途中に生
じた疾病は、一般の労働者の場合に準じた
扱いとなり、労災保険の保険給付を請求す
ることができます。
　保険料は、給付基礎日額（賃金に相当す
る額であり、加入時に申請し、後から変更
することもできます。１日あたり3,500円
から25,000円までの16段階があります）
に保険料率（平成30年度は1000分の5）
を乗じて求めます。
　特別加入手続きは、特定作業従事者の団
体（特別加入団体）を通じて行うこととな
ります。
　特別加入制度に関する詳細は、所轄労働
基準監督署が問い合わせ窓口です。

特別加入者の範囲変更
（労災保険）

　労災・通勤災害で介護が必要になった方
には介護（補償）給付が支給されます。
　平成30年４月よりこの給付の最高限度
額・最低保障額が、次のとおり引き上げら
れました。カッコ内は改正前の額です。
１　「常時」介護を要する者
　最高限度額　105,290円（105,130円）
　最低保障額　57,190円（57,110円）
２　「随時」介護を要する者
　最高限度額　52,650円（52,570円）
　最低保障額　28,600円（28,560円）
　介護を要する状態に応じて「常時介護」、
「随時介護」に分けられ、親族等による介護
の有無や介護の費用として支出した額に応
じて、支給額を算出します。その際に、算
出した額が最高限度額を上回る場合は、最
高限度額が支給され、最低保障額を下回る
場合は、最低保障額が支給されます。
　介護（補償）給付に関する問い合わせ窓口
は、労働基準監督署です。

介護補償給付の限度額変更
（労災保険）　
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